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当施設は介護保険の指定を受けています。 

（京都府指定 第２６９３０００２２２） 

令和 年 月 日 

 

重 要 事 項 説 明 書 

認知症対応型共同生活介護事業所 

介護予防認知症対応型共同生活介護事業所 

さと 

長岡京ケアハートガーデン グループホーム「西山の郷」 

 

 

当施設の概要や提供するサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを説明します。 

１．経営法人 

２．施設の概要 

３．事業の目的と運営方針 

４．居室の概要 

５．施設等の区分 

６．職員体制 

７．職員の勤務体制 

８．施設が提供するサービスと利用料金 

９．月の中途での入退居及び入院・外泊時などの利用料金 

１０．利用料の支払い方法 

１１．契約期間と更新 

１２．契約の終了 

１３．事業所のサービスの特徴等 

１４．緊急時の対応方法   

１５．協力医療機関 

１６．提携福祉施設 

１７．非常災害時の対策 

１８．衛生管理 

１９．相談・苦情の窓口 

２０．守秘義務及び個人情報の第三者提供 

２１．人権擁護・虐待防止について  

２２．身体拘束について 

２３．暴力団排除について 

２４．業務継続計画の策定など 

２５．情報開示 

２６．その他 

その他 ①重度化した場合の対応に関わる指針及び同意書 

②資料（個人情報の使用目的） 
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１．経営法人 

（１）法人名 ケアハートガーデン株式会社 

（２）法人所在地 東京都港区赤坂１－７－１ 赤坂榎坂ビル１１Ｆ 

（３）電話番号 ０３－５５４９－２６００（代表） 

（４）代表者氏名 代表取締役 伊東 鐘賛 

（５）設立年月 令和７年 ４月 １日 

 

２．施設の概要 

（１）施設の種類 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護施設

令和７年７月 １日指定 

京都府第２６９３０００２２２号 

（２）施設の名称 長岡京ケアハートガーデン グループホーム「西山の郷」 

（３）施設の所在地 京都府長岡京市奥海印寺多貝垣外１７－１ 

（４）電話番号 ０７５－９５８－６５８１ 

（５）施設管理者 松本 眞理子 

（６）開設年月 令和７年７月 １日 

（７）入所定員 ２７名 

 

３．事業の目的と運営方 

（１）目 的 

認知症やこれに関係する周辺症状を有しながらも、ユニットケアという家庭的な環境の中、的

確なアセスメントと個別援助計画に基づき必要とされる生活支援を適切に提供することで、利

用者の生活が自立的かつ主体的に営まれることをその主たる目的とします。 

（２）方  針 

① 本事業所において提供する認知症対応型共同生活介護は、介護保険法並びに関係する省令、

告示の趣旨及び内容に沿ったものとします。 

② 利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるとともに、個

別の生活援助計画を作成することにより、利用者が必要とする適切なサービスを提供しま

す。 

③ 利用者及び利用者代理人に対し、サービスの内容及び提供方法についてわかりやすく説明

します。 

④ 適切な介護技術を持ってサービスを提供します。 

⑤ 常に、提供したサービスの質の自己評価及び外部評価を行い、その結果を公表します。 

⑥ 事業の実施にあたっては、関係市町村・地域の保健・福祉・医療サービスとの綿密な連携

を図ります。 

⑦ 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業

者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとします。 

⑧ 前７項のほか、「長岡京市指定地域密着型サービスに関する基準を定める条例」に定める内容

を遵守し、事業を実施するものとします。 

 

４．居室の概要 

（１）建 物 

敷 地 １５８５．３３ ㎡ 
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介護ベッド、エアコン、見守りシステム付ナースコール、スプリンクラー、Wi-Fi、カーテン、

離床センサーが設置されています。 

居 室 

105 

居 室 居 室 

106 107 

居  室 居 室 

108 109 

居 室 

102 

居 室 

103 

居 室 

101 

居 室 

104 

居 室 

204 

居 室 居  室 

203 202 

居 室 

201 

居 室 

209 

居 室 

208 

居 室 

207 

居 室 

206 

居 室 

205 

建物 構 造 鉄骨造 地上３Ｆ建（耐火建築） 

 

建物 

延べ床面積 ９０６．５２㎡ 

利 用 定 員 ２７名 

(２) 居室と主な設備（３ユニット合計） 

設備の種類 数 面積 ユニット別の配置 

居間・食堂 ３室 各階共通 50.12㎡ 各ユニット１ヶ所 

共同浴室 ３室 各階共通 4.0㎡ 各ユニット１ヶ所 

便所 ９ヶ所 WC１ 3.0㎡ WC2 3.58㎡ WC3 4.2㎡ 各ユニット３ヶ所 

居室（６畳） ２７室 各居室共通 9.23㎡ １階９室．２階９室．３階９室 

エレベータ １基  － 

(３) 居室設備 
 

(４) 居室の配置（略図）１階 
 

2 階 
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居 室 

309 

居 室 

308 

居 室 

307 

居 室 

306 

居 室 

305 

居 室 

301 

居 室 

302 

居 室 

303 

居 室 

304 

3 階 
 

 

 

（５）居室の変更（移動） 

ご利用者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設で申し出

の可否を決定します。また、ご利用者の心身の状況により居室を変更する場合があります。

その際は、ご利用者やご家族等と協議のうえ決定するものとします。 

 

５．施設等の区分 

 

職員の欠員による介護給付費減算の有無 

 

無 

 

６．職員体制 

 人 数 職 務 内 容 

管 理 者 

（計画作成者及び

介護職員兼務） 

３名 ユニットの従業員及び利用者の状況の把握と運営業務

を一元的に管理する。 

計画作成担当者 

（計画作成者及び

介護職員兼務） 

 

３名 

ユニットの利用者の心身の状況・希望及び状況を踏まえ

て、具体的なサービス内容等を記載したサービス計画を

作成・運用・管理する 

介 護 職 員 ２２名以上 
利用者の心身状況を的確に把握し、サービス計画に基づ 

いた日常生活の援助・介護・相談業務を行う。 

看 護 職 員 

（非常勤） 
１名 日常的な健康管理及び医療機関との連絡調整を行う。 

事 務 員 

（常勤兼務） 
１名 

運営事務一般を行うと同時に介護職としても必要に応 

じその任に携わることとする。 
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（１） 利用料金が介護保険から給付又は補足されるサービス 

（２） 利用料金の全額をご利用者にご負担いただくサービス 

７．職員の勤務体制 

区 分 勤務時間 休 暇 員 数 

 

常 勤 

早出 ７：００～１６：００ 

日勤 ９：００～１８：００遅

出１１：００～２０：００他 

夜勤１７：００～１０：００ 

 

５勤２休 

（年間休日１０８日） 

 

１７名 

非常勤 １０：００～１６：４５他 ３勤３休 他 １２名 

看護師 

（非常勤） 
毎週火曜日 － １名 

 

８．施設が提供するサービスと利用料金 

提供するサービスには次の 2 種類があります。 

 

（１） 介護保険の給付及び補足給付対象となるサービス 

（通常は利用者負担 1 割・介護保険給付９割）※所得により利用者負担が１～３割になります。 

 

①利用者全員に提供するサービス 

種 類 内 容 

 

 

 

食 事 

・利用者の嗜好、栄養のバランスに配慮して作成した献立表に基づいて提供します 

・利用者の身体状況によって食事形態などの配慮をします。 

・食事は離床して食堂でとっていただくよう配慮します。 

・基本的な食事時間は 朝 食 ７：３０ ～ ８：３０ 

昼 食  １２：００ ～ １３：００

おやつ １５：００ ～ １５：３０ 

夕 食 １８：００ ～ １９：００ 

排せつ ・利用者の状況に応じ、適切な排せつの自立援助と介助とを行います。 

入 浴 ・必要な入浴の介助、場合によってはシャワー又は清拭を行い清潔保持に努めます 

 

日常生活

上の援助 

・各利用者らしさを尊重した日常生活の自立支援を行います。 

・身体機能や認知機能の状態により身体介護を行います。 

・居室内清掃、シーツ交換、洗濯などの衛生管理を共に行ないます。 

・日常の栄養管理及び健康管理を適切に行います。 

・教養娯楽の取組み及びレクリエーションを実施します。 

機能訓練 ・離床援助、屋外散歩同行、家事共同等により生活機能維持・改善に努めます。 

 

健康管理 

・年間１回、健康診断の為の支援を行います。日程については別途ご連絡します。 

・看護師による月２回の健康管理を実施します。又、必要な場合は、医師の訪問診

療等の手配を行います。 
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相談及び 

援助 

・利用者とその利用代理人の相談に応じ、必要な援助を行います。 

・行政機関に対する手続き等の代行をします。 

重度化

対応 

・休日・夜間に係わらず、医師、看護師・介護職員間の緊急対応システムを機能さ

せると共に、協力医療機関との連携を密に、ご利用者の健康管理を徹底します。 

・看取り指針に基づき、終末期における施設での介護に備えます。 

 

②介護サービス利用料金（利用者負担）

ア）基本単位 

単位数/介護度 要支援２ 要介護 

１ 

要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

基本単位 ７４９ ７５３ ７８８ ８１２ ８２８ ８４５ 

イ）その他加算される単位と内容 

加算の種類 単位 内 容 

初期加算 ３０ 利用者が過去３ヶ月間（但し、認知症日常生活自立度Ⅲ・Ⅳ・ 

Ｍに該当する利用者の場合は過去１ヶ月間）の間に当該事業

所に入居したことが無い場合に限り、初期加算として一日あ

たり約３１円が３０日に限り加算されます。この加算は入院 

後に再び入居する場合にも適用されます。 

 

医療連携体制加

算（Ⅰ）ハ 

 

３７ 

看護師により利用者の日常的な健康管理と医療面から適切

な指導・援助、及び状態悪化時の医療機関との連絡調整連携

の実施等、健康管理・医療連携体制を強化している場合に加 

算されます。（要支援２は加算されません） 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制

強化加算（Ⅰ） 

２２ 従業員総数の７０％以上に介護福祉士が配置、勤続１０年以 

上介護福祉士が２５％以上配置、サービスの質の向上に資す

る取組を実施している場合に加算されます。 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制 

強化加算（Ⅱ） 

１８ 従業員総数の６０％以上に介護福祉士が配置されている場 

合に加算されます。 

ｻｰﾋﾞｽ提供体制

強化加算（Ⅲ） 

６ 従業員の３０％以上が勤続７年以上、従業員の７５％以上が 

常勤職員、従業員総数の５０％以上に介護福祉士が配置され

ている場合に加算されます。 

認知症専門ケア

加算（Ⅰ） 

３ 認知症日常生活自立度Ⅲ・Ⅳ・Ｍの利用者が全利用者の５ 

０％以上で、従業員に専門的研修の終了者を２０名未満に１

名を配置し、職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達

または技術的指導を定期的に実施した場合に、１日あたり約 

３円が当該利用者に対し加算されます。 

認知症専門ケア

加算（Ⅱ） 

４ 認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に該当し、且つ認知症介護

の指導に係る専門的な研修を修了している者を一名以上配

置し、施設全体の認知症ケアの指導等を実施している場合に 

加算されます。 

看取り加算 ① ７２ 

②１４４ 

③６８０ 

医師が終末期であると判断した利用者について、医師・看護 

師・介護職員等が共同して、利用者または家族の同意を得な

がら看取り介護を行った場合に、ご逝去前３０日を限度とし 
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 ④１２８０ て、ご逝去月に加算されます。 

①ご逝去以前３１～４５日以下 

②ご逝去日以前４～３０日 

③ご逝去日の前日・前々日 

④ご逝去日 

入院時費用 ２４６ 入院後３か月以内に退院が見込まれる入居者様について、退 

院後の再入居の受け入れ体制を整えている場合。ひと月に６

日を限度として加算されます。 

生産性向上推進

体制加算（Ⅰ） 

１００/月 介護ロボットや見守り機器、ICT 等のテクノロジーを活用し、

介護現場での生産性向上とサービスの質の向上を促進するた

めの加算です。（見守り機器等のテクノロジーを複数導入 

している） 

生産性向上推進

体制加算（Ⅱ） 

１０/月 介護ロボットや見守り機器、ICT 等のテクノロジーを活用し、

介護現場での生産性向上とサービスの質の向上を促進するた

めの加算です。（見守り機器等のテクノロジーを１つ以上 

導入している） 

介護職員処遇改

善加算（Ⅱ） 

算定単位数 

の１０００

分の１７８ 

当該加算以外の合計金額に厚生労働大臣が定める基準に適 

合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものと

して市町村長に届け出た場合に加算されます。 

＊サービス提供体制強化加算は、（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）認知症専門ケア加算は、（Ⅰ）（Ⅱ）

生産性向上推進体制加算は、（Ⅰ）（Ⅱ）いずれかの加算となります。 

 

（２） 介護保険給付対象外となるサービスとその料金 

 

①食費及びその他の利用料 

種 類 内 容 利 用 料 

 

食費 

利用者の身体状況、嗜好、栄養のバランスを配慮して作

成した献立に基づき、新鮮で安全な食材を使用し、朝食 

・昼食・夕食を提供します。 

 

１ヶ月 ５５，０００円 

理 美 容 代 
出張による理美容サービスや、理美容店への同行サービ 

スを実施いたします。 
実 費 

お む つ 代 ご希望に応じて提供します。 実 費 

 

日常生活費 
ご希望により日常生活に必要な身の回り品の購入に関し

て同行サービス等を実施します。 

 

実 費 

コピー費用 ご希望により、ケース記録等のコピーを提供します。 １枚につき１０円 

②家賃・生活費等

ア）家賃 

 

イ 

家賃（６畳１間） １ヶ月 ６５，０００円 

）管理費（水道光熱費他） 

管理費（水道光熱費他） １ヶ月 ２７，０００円 
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保証金 （入居時のみ） ６畳１間 ２００，０００円 

③保証金（入居時のみ） 

尚、保証金は退居時の居室の原状回復費用を除きお返し致します。 

 

９．入院・外泊時の食費、家賃、生活費の取扱い（契約書 第１１条３項）

月の中途における入退居時の食費、家賃、生活費（水道光熱費）の取扱い 

各々の月額費用の日割り計算（一月を３０日とする）とし、10 円未満は切捨てとする。 

食費 １日 1,830 円、朝食 270 円／回、昼食 600 円／回、夕食 800 円／回、おやつ 160 円／回

家賃 ６畳１間 2,160 円 

管理費（水道光熱費） １日 900 円 

原則、外出・外泊等の理由による食事不要な場合、７日前までに届出あれば欠食扱いと致します 

 

１０．利用料の支払方法（契約書 第１１条５項） 

毎月１５日までに前月の利用料の合計額を請求いたしますので、当月の２７日までにお支払いくださ

い。お支払いただきますと領収証を発行します。 

お支払方法は、「口座自動振替」「振込」のいずれかを契約の際に選んでいただきます。 

 

１１．契約期間と更新（契約書 第２条） 

契約期間については要介護認定有効期間の満了日と定めていますが、利用者または利用者代理人より

更新拒絶の申し出がない限り、要件（要支援２又は要介護１以上の認定を受けている方）を満たされ

ていれば自動更新といたします。 

 

１２．契約の終了 

（１）利用者よりサービスの終了を申し入れる場合（契約書 第１７条） 

①利用者は事業者に対して、１５日間の予告期間をおいて文書で連絡をすることにより、この契

約をやめることができます。 

②利用者は事業者に次のアからオの事情があった場合には、事業者に文書で連絡をすることにより

直ちに契約をやめることができます。 

ア．事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合

イ．事業者が秘密保持義務に反した場合 

ウ．事業者が利用者やそのご家族などに対して、ハラスメント行為等社会通念を逸脱する行為

を行った場合 

エ．事業者が破産などの事情により、事業を継続することが困難になった場合

オ．事業者が介護保険法令やこの契約に著しく違反した場合 

 

（２）事業者の都合によりサービスを終了する場合（契約書 第１８条） 

①事業者はサービスの提供を続けることが困難になるなどやむを得ない事情がある場合、利用者

に対して１ヶ月の予告期間をおいて理由を示した文書で連絡することによりこの契約をやめる

ことができます。 

②事業者は利用者に次のアからコの事情があった場合は、利用者に文書で連絡することにより直

ちにこの契約をやめることができます。ただし事業者は解除通告をするに当たっては利用者及

び利用者代理人に十分な弁明の機会を設けるものとします。 
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ア．入居申込書、契約書等に虚偽の事項を記載し、その他不正な手段により入居したとき 

イ．利用者が利用料の支払いを正当な理由なく３ヶ月以上遅れ、その後、事業者が利用料を支

払うように催告したにもかかわらず利用者が２０日以内に支払いをしない場合 

ウ．利用者が病院または診療所に入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがない場合、ま

たは３ヶ月を経過しても退院できないことが明らかな場合 

エ．利用者が事業者や従業員または他の利用者に対して、この契約を継続しがたい重大な背信

行為を行った場合 

オ．感染性疾患等により他の利用者の生活または健康に重大な影響を及ぼすおそれがあると医

師が認め、かつ利用者の退居の必要がある場合 

カ．利用者の行動が他の利用者の生活または健康に重大な影響を及ぼすおそれ、または他の利

用者もしくは従業員に対するハラスメント行為等があり、かつ利用者に対する通常の介護

方法ではこれを防止することができないと事業者が判断した場合 

キ．第１５条、第１６条並びに第２５条の規定に違反したとき 

ク．利用者が、第６条の利用基準に違背する状況に至ったと事業者が判断したとき 

ケ．利用者又は利用者代理人が故意に法令その他本契約の条項に重大な違反をし、改善の見込

みがないとき 

コ．地震等の天災事変、火災等の事故その他やむを得ない事情により、本施設の継続運営が困

難に立ち至ったとき 

 

１３．事業所のサービスの特徴等 

（１）サービスの利用のために 

事 項 有無 備 考 

従業員への研修の実施  有 
年間研修計画に沿った介護技術・知識に関する研修を実施 

や、職員の能力・資質向上のためのＯＪＴを随時行います 

マニュアル類の作  成  有 金銭管理・防災・事故・緊急・感染症・苦情・衛生管理等 

身 体 的 拘 束 の 有 無 無 一切なし（契約書第７条４項） 

個人情報使用同意確認 有 事前の同意・確認（契約書第２２条２項） 

 

評価制度の受入の有無  

 

有 

毎年外部評価を受け、自己評価及び外部評価の結果の公表

を行い、事業所自らのサービスの質の改善を常に図ります。

また運営推進会議を概ね２ヶ月に１回開催し、評価・要望 

を定期的に受け、その内容を開示いたします。 

使 用 す る 契 約 書 有 利用契約書・重要事項説明書 

 

（２）入居にあたっての留意事項 

 

来 訪 ・ 面 会   

・来訪者は、必ず面会簿に必要事項をご記入ください。また生物その他傷みやす

い食品等をお持込の場合には職員にお声を掛けて下さい。 

・来訪者が宿泊される場合は必ず事前に職員に届け出下さい。 

外 出 ・ 外 泊   外出・外泊の際は、行先と帰宅時間および食事の有無を事前に職員に申出て下さい。 

居室・設備・ 

器 具 の 利 用   

施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利用ください。これに反した 

ご利用方法により破損等が生じた場合、賠償していただくことがあります。 
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迷 惑 行 為 等   
騒音等他の入居者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他の入居 

者の居室等に立ち入らないようにしてください。 

宗 教 活 動 ・   

政 治 活 動 
施設内での他の入居者に対する宗教活動、政治活動はご遠慮ください。 

飲酒 ・ 喫煙 
飲酒と喫煙については、なるべくご遠慮いただいております。ご要望の場合は、 

身体状況また防火のため管理させて頂きます。 

ペット飼育 基本的にはペット類の持ち込みによる飼育はできません。 

 

１４．緊急時の対応方法（契約書 第２１条） 

サービスの提供中に容態の変化や事故等があった場合は、事前の打ち合わせに従い、主治医、救急隊、

ご家族、市町村等へ連絡します。また、事業者の責任において事故が発生したときはその損害を賠償

します。 

体調の変化等、緊急時の連絡先を記載下さい。 

 

【緊急連絡先】 

氏名 関係 住所 電話 

    

    

    

 

１５．協力医療機関

緊急時 

済生会京都府病院 
（診療科 内科・循環器科・外科・皮膚科・泌尿器科・眼科・耳鼻科 他 ） 

０７５－９５５－０１１１ 

新河端病院 
（診療科 外科・内科・整形外科・神経内科・消化器内科・肛門科 他 ） 

０７５－９５４－３１３６ 

 

通常時 

下尾内科医院 （診療科 内科 循環器科 ） ０７５－９５６－９０００ 

中村歯科医院 （診療科 歯科 ） ０７５－９５１－８１１０ 

 

１６．提携福祉施設 

特別養護老人ホーム旭が丘ホーム 介護老人福祉施設 ０７５－９５５－９０００ 

特別養護老人ホーム竹の里ホーム 介護老人福祉施設 ０７５－９５１－２２３０ 

老人保健施設アゼリアガーデン 介護老人保健施設 ０７５－９５７－１１１２ 

 

１７．非常災害時の対策 

 

非 常 時 の 対 応   非常災害対応マニュアル及び別途定める「消防計画」に則り対応します。 
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平常時の訓練等 
別途定める「消防計画」に則り年２回の夜間および昼間を想定した避難訓練お 

よび初期消火訓練等を、入居者の方も参加していただいて実施します。 

 

 

防 災 設 備 

設備名称 個数等 設備名称 個数等 

避難階段 １箇所 防火扉 ３箇所 

自動火災報知器 あり 消火器 あり 

誘導灯 あり 避難器具 あり 

コンロはＩＨ使用、カーテン等は防炎性能のあるものを使用しています。 

消 防 計 画 等 
消防署への届出日：令和＊＊年＊＊月＊＊日 

防火管理者：松本 眞理子 

 

１８．衛生管理 

（１）指定認知症対応型共同生活介護を提供するのに必要な設備、備品等の清潔を保持し、常に衛生

管理に留意します。 

（２）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じるもの

とします。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ

の結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

②事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

③事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。 

（３）必要に応じて保健所の指導・助言を得るよう努めます。 

 

１９．相談・苦情の窓口 

（１）当事業所 

 

 

 

当事業所ご利用相談室 

窓口担当者 松本眞理子 秋吉真央 小北雄平（各階リーダー）解

決責任者 松本 眞理子（施設管理者） 

ご利用時間 毎日午前９時～午後６時 

ご利用方法 電 話 ０７５－９５８－６５８１面 

接 ：相談室にて個別に対応 

投書箱 ：１階事務所窓口に設置 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

 

長岡京市役所 

健康福祉部高齢介護課 

所 在 地 〒617-8501 長岡京市開田１－１－１

電話 ０７５－９５１－２１２１ 

ＦＡＸ ０７５－９５１－５４１０ 

受付時間 午前９時００分～午後５時００分(土・日・祝日は除く) 

その他の行政介護保険担当 
※住所地の市町村の相談・苦情窓口などに苦情を伝えることができ 

ます。 

京都府国民健康保険団体

連    合    会

介   護   保   険   課  

所 在 地 〒600-8411 京都市下京区烏丸通り四条下る水銀屋町 

６２０番地cocon烏丸内

電 話 ０７５－３５４－９０９０ 

Ｆ Ａ Ｘ ０７５－３５４－９０５５ 
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 受付時間 午前９時００分～午後５時００分(土・日・祝日は除く) 

 

京都府社協福祉サービス

運 営 適 正 化 委 員 会 

(京都府社会福祉協議会内） 

所 在 地 〒604-0874 京都市中京区竹屋町通烏丸東入る 

京都府立総合社会福祉会館５階

電 話 ０７５－２５２－２１５２ 

Ｆ Ａ Ｘ ０７５－２１２－２４５０ 

受付時間 午前９時００分～午後４時００分(土・日・祝日は除く) 

 

２０．守秘義務及び個人情報の第三者提供（契約書 第２３条） 

（１）事業者及びサービス提供従事者は、業務上知り得たご利用者及びご家族の情報を第三者に漏洩

することはしません。この守秘義務は本契約が終了した後も継続します。 

（２）個人情報の第三者提供及び使用 

ご利用者の生命、身体及び財産の保護に必要な場合、ご利用者の健康などに関する個人情報を

関係行政機関、医療施設及び介護施設に提供します。またご家族との連携を図るための会報・

記念誌の作成にあたりご利用者情報の使用など、事業者が情報の提供、使用することをご同意

願います。 

 

２１． 人権擁護・虐待防止について 

事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講ずる

ものとします。 

（１） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とします。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業員に周知徹底を図ります。 

（２） 虐待防止のための指針を整備します。 

（３） 虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

（４） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置します 

 

２２． 身体拘束について 

１ 事業所は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

ただし、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に

は、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を記載した説明書、経過観察

記録、検討記録等記録の整備や適切な手続きにより身体等の拘束を行うものとします。 

２ 事業者は身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講ずるものとします。 

（１） 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるのもとする）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図るものとします。 

（２） 身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

（３） 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

（４） 前３号に揚げる措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

 

２３． 暴力団排除について 

（１）事業所を運営する当該法人の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律岱７号）第２条第６号に規定する暴 
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力団員を言う。次項において同じ）ではありません。 

（２）事業所は、その運営について、暴力団員の支配を受けてはいません。 

 

２４. 業務継続計画の策定など（契約書 第２２条） 

１ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に 

実施するために、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるものとします。 

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画に周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施するものとします。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも

のとします。 

 

２５．情報開示（契約書 第９条） 

ご利用者へのサービス提供記録など、ご利用者の介護及び看護に関する記録を見ることがでます。 

 

２６．その他 

全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法第８条第２項に規

定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係

る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じるよう努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症対応型共同生活介護のご利用を申し込まれるにあたり、この重要事項説明書により重要な

事項を説明しました。 
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事 業 者 

所在地 〒107-0052 東京都港区赤坂1-7-1 赤坂榎坂ビル11F 

名 称 ケアハートガーデン株式会社 

代表者名 代表取締役 伊東 鐘賛 印 

（事業者番号 2693000222） 

 

 

説 明 者 

所在地 〒617-0853 京都府長岡京市奥海印寺多貝垣外１７－１ 
 

さと 

名 称 長岡京ケアハートガーデン グループホーム「西山の郷」 

 

氏 名 印 

 

 

 

 

 

私は、この重要事項説明書により、当事業所の認知症対応型共同生活介護についての重要な事項の

説明を受け、同意致しました。 

 

令和 年 月 日 

 

利 用 者 

住所 〒 

 

氏名 印 
 

 

利用者代理人  

住所 〒 

 

氏名 印 


